
現金手渡しでの生活支援は認められません！

別居家族を被扶養者とする場合、毎月継続して生活費等の支援をしていることを確認いたします。

【送金額】

組合員の送金額が当該認定する者の全収入（当該認定する者の収入および組合員、その他の者の送金額等による収入の合計）

の3分の1以上の額であること。

例1：母の収入が100万円ならば、組合員は50万円以上の送金が必要

　　（母の全収入は100万円+50万円＝150万円なので、その3分の1は50万円）

例2：母の収入が70万円、組合員の弟が30万円を送金しているならば、組合員は50万円以上の送金が必要

　　（母の全収入は70万円+30万円+50万円＝150万円なので、その3分の1は50万円）

【送金確認書類】

①誰から誰へ、②いつ、③いくら支払った、を客観的に見て証明できる書類のご提出が必要です。

※証明の必要な期間は、前回要件確認または認定時から現在までです。

銀行振込 インターネット振込

以下は、送金確認書類として認めません。

・ひとつの口座でのやり取りで、組合員が通帳で入金し、その口座から被扶養者がキャッシュカードで下ろした際の通帳（写）

・被扶養者が作成した領収書

・その他、受取人・振込人、日付、送金額が明記されていないもの

●別居の配偶者や子を扶養している場合、【送金確認書類】は、原則提出不要です。

現況報告書[■特記事項]に、以下のように実態をご記入ください。

・キャッシュカードを預けて生活費を支出させている

・帰宅した際に生活費を手渡している

・家賃の支払いや大学等の学費を納入している

※ただし、被扶養者に組合員以外の扶養義務者がいる場合は【送金確認書類】をご提出いただきます。

例1：父母が離婚し、子は一人暮らしをしている場合。（母が本学組合員であれば、母からの送金確認書類が必要）

例2：父母が離婚し、子は祖父母と暮らしている場合。（父が本学組合員であれば、父からの送金確認書類が必要）

扶養・要件確認のお問合せ

人事労務課 共済係 1号館1階5番窓口

kyosai.adm@tmd.ac.jp

03-5803-5043 ※お問合せはメールでお願いいたします。


